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Ⅰ 調査の概要 

 市民アンケート 福祉関係者アンケート 相談支援機関アンケート 

調査対象 

市内在住 18歳以上の男女 

3,000人（無作為抽出） 

地域福祉関係者等（地区福祉

委員会・民生委員児童委員）

531人 

相談支援機関等（地域包括支

援センター・障がい者相談支

援事業所・社会福祉協議会）

57か所 

調査方法 郵送による配布、郵送・WEBによる回収 
郵送による配布、郵送・

WEB・メールによる回収 

調査期間 令和６年７月 10日～７月 31日 令和６年７月 12日～７月 31日 

回収状況 

有効回答数 1,129件 

（郵送818件、WEB313件） 

有効回収率 37.6％ 

※前回（令和２年）45.4％ 

有効回答数 414件 

（郵送 324件、WEB90件） 

有効回収率 78.0％ 

※前回（令和２年）84.0％ 

有効回答数 52件 

（郵送 17件、WEB27件、 

メール 8件） 

有効回収率 91.2％ 

※前回（令和２年）100.0％ 

 

＜報告書の見方＞ 

（１）図表中の「ｎ（number of case）」は、有効標本数（集計対象者総数）を表しています。 

（２）回答結果の割合「％」は有効標本数に対して、それぞれの回答数の割合を小数点以下第２位で四捨五

入したものです。そのため、単数回答であっても合計値が 100.0％にならない場合があります。 

（３）複数回答の設問の場合、回答は選択肢ごとの有効回答数に対して、それぞれの割合を示しています。

そのため、合計が 100.0％を超える場合があります。 

（４）図表中に次のような表示などがある場合は、複数回答を依頼した質問を示しています。 

・ ＭＡ ％ （Multiple  Answer）：回答選択肢の中からあてはまるものをすべて選択する場合 

・ ３ＬＡ％ （3 Limited Answer）：回答選択肢の中からあてはまるものを３つ以内で選択する場合 

上記以外の場合は、特に断りがない限り、単数回答（回答選択肢の中からあてはまるものを１つだけ

選択する）形式の設問です。 

（５）図表中において「無回答」とあるものは、回答が示されていない、または回答の判別が著しく困難なも

のです。 
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Ⅱ 調査結果から見えてくる課題 

【市民アンケート】 

近所づきあいの状況 

・「あいさつ程度がほとんど」と回答している人が 53.5%と半数を占めており、「近所の仲の良い人

とよく行き来している」、「会えば親しく話をする人がいる」といった、積極的な近所づきあいをして

いる人は３割強（33.6%）で、令和２年度実施の前回調査に比べて、その割合は減少しています。 

・また、コロナ禍を経て、近所づきあいの機会が『減少した』（「以前より大きく減少した」と「以前より

少し減少した」の計）と感じている人も２割弱（18.0%）ほどみられます。 

地域活動への参加 

・過去５年間で地域活動に「参加したことはない」人は約半数（50.9%）で、また、46.3%が「（今後

も）参加したいとは思わない」と回答しています。参加したことがない主な理由は「仕事や家事で忙

しい」（25.4%）、「興味がない」（21.4%）、今後参加したいと思う条件としては「自分にあった時

間と内容の活動であれば参加する」（27.3%）、「気軽に参加できる雰囲気であれば参加する」

（15.1%）が多くなっています。 

・近所づきあいとの関連でみると、積極的な近所づきあいをしている人で地域活動に『参加したことが

ある』と回答した人は67.8%、『今後参加したい』と回答した人は65.2%で、あまり近所づきあいを

していない人（「あいさつ程度がほとんど」と「近所づきあいをほとんどしていない」の計）の 38.6%、

42.8%に比べて、近所づきあいのある人ほど活動への参加意向が高いことがわかります。 

福祉活動について 

・地域での福祉活動については、６割強（65.4%）の人が『活発ではないと思う』（「あまり活発では

ない」と「まったく活発ではない」の計）と回答しており、また、地域での福祉活動を活発化するには、

「地域で日頃から住民同士が相互に交流したりつながりを持つように心がける」（35.5%）、「地域

における福祉活動の情報発信」（26.5%）、「学校教育や社会教育での福祉教育の充実」（25.1%）、

「福祉活動の相談・支援を担当する専門職員の充実」（24.2%）、「福祉活動に携わる人やそのリー

ダーの養成」（24.0%）などが必要との回答が多くなっています。とくに、コロナ禍を経て、地域と

の関わり・つながりを『重要だと思うようになった』約 2 割（19.7%）の人（「強く思うようになった」

と「ある程度思うようになった」の計）からは、「福祉活動の相談・支援を担当する専門職員の充実」、

「福祉活動に携わる人やそのリーダーの養成」等、人材の育成・充実を求める声が多くなっています。 

地域での支え合い 

・近隣で暮らしの困りごとを抱えている人がいたら、「自分ができる範囲で手助けする」、「相談先を

紹介する」等、何らかの行動をとると回答している人は７割（71.7%）と、支え合いの気持ちを持っ

ている人は多くみられます。また、自身が日頃の生活で困ったり不安を感じることでは、「地震や台

風などの自然災害」（40.3%）、「自分や家族の健康状態」（36.8%）などが多くなっています。 

・地域の人たちが協力して取り組んでいくことが必要な分野としては、「ひとり暮らし高齢者や夫婦

のみなどの高齢者世帯への見守り・支援」（50.0%）、「火災予防や災害時の避難などの取組み」

（39.5%）、「地域住民同士の交流づくり」（31.3%）などが多くなっています。 
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◎地域活動への参加には、曜日や時間帯といった活動のありかた、参加しやすい内容や雰

囲気づくりなどへの工夫が必要。また、普段からの近所づきあいが活動への参加に影響。 

◎地域での福祉活動を活発にしていくためには、活動に携わる人（人材）、福祉に対する意

識を醸成する情報・教育、そして住民同士の交流・つながりが重要。 

◎地域で支え合う気持ちを持つ人が、困りごとを抱えた人を見守り、いざというときに行

動できるよう、日頃からの関係づくりや、困ったときに頼れる相談先の周知などが必要。 

 

 

【福祉関係者アンケート】 

取組んでいる福祉活動 

・「民生委員・児童委員の活動」が 74.2%、「地区福祉委員会活動」が 50.2%、「校区まちづくり協議

会の活動」が44.0%、「自治会・町内会の活動」が41.5%で、60歳以上の方が８割を占めています。 

・見守りや支援の対象は、「ひとり暮らし高齢者」（79.0%）が最も多く、「高齢者のみ世帯（ひとり暮

らし高齢者を除く）」（26.1%）、「身体障がいのある方」（19.6%）となっています。 

地域活動について 

・地域の活動や行事は『活発である』（「大変活発に活動している」と「どちらかというと活発に活動し

ている」の計）と回答した人は７割（73.2%）で、とくに、地区福祉委員会活動、校区まちづくり協議

会の活動に携わる人では８割（81.3%、80.2%）と多くなっています。一方で、コロナ禍を経て「ど

ちらかというと活発でなくなった」との回答が４割強（42.8%）みられます。 

地域課題について 

・地域の課題・問題としては、「災害時の要援護者等の支援」（57.7%）、「認知症（疑いを含む）の方

の対応」（47.6%）、「高齢者・障がい者虐待（疑いも含む）の対応」（32.9%）などが多くなっていま

す。最も多かった災害時の要支援者の避難体制づくりについては、『体制作りが進んでいる』（「すで

に体制や取り決めができている」と「体制づくりを進めている」の計）と回答した人が約半数

（45.5%）となっています。 

 

 

◎高齢者の支援、見守りをしている人が多く、災害時の要援護者等の支援、認知症の方の

対応、高齢者・障がい者虐待などが地域課題と考えられている。 
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【相談支援機関アンケート】 

支援機関の概要 

・「高齢者関係」の業務に従事する機関と「障がい者関係」に従事する機関がともに４割強、「児童関係」

が３割強で、相談員３名以下の機関が５割強（55.8%）となっています。相談員の保有資格は「保健

師または看護師」（25.1%）、「社会福祉士」（23.6%）などが多くなっています。 

・支援の対象には、「必要な介護や福祉などのサービスが受けられない人」（76.9%）、「虐待や権利

侵害に遭っている人」「制度の狭間になり、必要な支援が受けられない人」（各 73.1%）、「経済的に

困窮し、支援が受けられない人」「日常生活でのちょっとした困りごとへの支援が受けられない人」

（各 71.2%）など、日常生活に課題をかかえるさまざまな人がみられます。 

相談支援業務の実態 

・相談件数は年々増加しており、令和５年ではのべ 10 万件を超えています。そのうち、複合課題を

かかえるケースは約８千件、連携できる相談支援機関がない件数も 500件弱みられます。 

・複合課題をかかえるケースでは、「本人は支援の必要性を認識していないものの、周囲からみて明

らかに支援の介入が求められると思われる世帯」（71.9%）、「高齢の親と就労していない独身の中

高年の子どもで構成される世帯」「障害のある子どもを監護している親自身が、高齢や障害等によ

り判断能力の低下が疑われる世帯」（各 68.8%）、「家族や地域との関わりがなく社会的に孤立し

た世帯」（65.6%）などが多くなっています。 

・地域の支援につなげるときに困難に感じることとしては、「時間の制約等があり難しい」（44.2%）、

「地域のキーパーソンがいない又は把握できていないため、調整に時間がかかる」（36.5%）、「地

域の福祉活動等を把握していない」（26.9%）などが多くなっています。 

相談支援体制の充実 

・地域福祉の充実のために優先的に取り組むべきこととして、市民、福祉関係者、相談支援機関のい

ずれも、「困ったときに何でも相談できる窓口機能」を挙げている人が最も多くなっています。 

・また、相談支援機関の７割（71.2%）、福祉関係者の６割（60.1%）が、相談支援体制充実のために

は「相談した窓口から、適切な相談機関につなげられる仕組み（連携体制）を充実（強化）する」に取

り組むべきと回答しています。 

 

 

◎相談件数は増加傾向にあり、複合課題をかかえる等、対応困難なケースも増えている。 

◎必要な支援が受けられていない人を支援につなげるため、地域での福祉活動やキーパ

ーソンを把握し、相談機関と地域が連携していくことが重要。 

◎地域福祉充実のための最優先課題は、「困ったときに何でも相談できる窓口機能」で、さ

らにそこから適切な機関につなげるための連携体制の強化が必要。 
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男性

41.2%
女性

57.0%

男性・女性と答える

ことに抵抗を感じる

0.8%

無回答

1.1%

(n=1,129)

29歳以下

7.8%

30歳代

7.3%

40歳代

12.5%

50歳代

19.8%

60～64歳代

7.5%

65～69歳代

8.5%

70歳以上

36.0%

無回答

0.7%

(n=1,129)

6.6

7.5

6.4

36.5

8.3

10.6

2.5

36.2

4.9

8.2

8.4

6.8

55.3

7.4

10.7

2.6

24.8

2.1

0 20 40 60

今回調査（令和6年）

(n=1,129)

前回調査（令和2年）

(n=1,361)

未就学の子ども

小学生

中学生

65歳以上の高齢者

介護認定を受けている方

障がい者手帳を持っている方

その他の介助や支援を
必要とする方

該当者はいない

無回答

(MA%)
12.7

31.2

46.1

6.0

3.5

0.5

13.1

28.9

46.9

7.3

2.9

0.9

0 10 20 30 40 50

今回調査（令和6年）

(n=1,129)

前回調査（令和2年）

(n=1,361)

ひとり暮らし

夫婦のみ

二世代世帯

三世代世帯

その他の世帯

無回答

(%)

Ⅱ 調査結果 

１．市民アンケート 

◆調査対象者の基本属性 

【性別】 【年齢】 

「男性」が 41.2%、「女性」が 57.0%。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【世帯構成（問３、問４）】 

「二世代世帯」が 46.1%、「65 歳以上の高齢者」が 36.5%と最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

『60 歳以上』が５割（52.0%）。 
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17.5

13.3

29.4

3.8

4.1

4.2

2.1

8.1

2.6

3.6

1.7

50.9

0.7

19.6

16.4

27.9

4.5

5.4

4.9

2.4

10.4

3.2

4.4

0.7

27.7

25.7

0204060
(MA%)

18.7

9.5

21.6

4.6

0.6

6.2

3.6

12.4

4.9

7.8

2.0

46.3

3.5

21.3

14.8

23.1

4.1

2.7

8.2

3.6

15.4

7.8

10.2

0.4

24.5

27.1

0 20 40 60

今回調査（令和6年）

(n=1,129)

前回調査（令和2年）

(n=1,361)

盆おどり・地域の祭り

地域の運動会（市民スポーツ祭など）

町内会の活動（清掃・美化活動など）

子どもに関する活動
（子ども会、子ども食堂など）※1

ＰＴＡの活動

高齢クラブの活動

給食サービス・いきいきサロンなどの
小地域ネットワーク活動

防災訓練・応急手当講習会

防犯活動

ボランティア活動

その他

参加したことはない
参加したいと思わない※2

無回答

(MA%)

5.8

9.8

27.8

30.1

53.5

47.2

12.8

6.7

0.2

4.1

近所の仲の良い人とよく行き来している

会えば親しく話をする人がいる

あいさつ程度がほとんど

近所づきあいをほとんどしていない

無回答
今回調査（令和6年）

(n=1,129)

前回調査（令和2年）
(n=1,361)

(%)
0 20 40 60 80 100

◆地域とのかかわり 

【近所づきあい（問 11）】 

「あいさつ程度がほとんど」が 53.5%と最も多く、「近所の仲の良い人とよく行き来している」、「会えば親しく話をする

人がいる」といった、積極的な近所づきあいをしている人の割合は、前回調査に比べて減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地域活動への参加状況と参加意向（問 13、問 14）】 

過去５年間に参加したことがある活動は、「町内会の活動（清掃・美化活動など）」が 29.4%と最も多く、次いで、

「盆おどり・地域の祭り」が 17.5%、「地域の運動会（市民スポーツ祭など）」が 13.3%となっています。 

今後参加したい活動は、「町内会の活動（清掃・美化活動など）」が 21.6%と最も多く、次いで、「盆おどり・地域

の祭り」が 18.7%、「防災訓練・応急手当講習会」が 12.4%となっています。 
 

参加したことがある活動  今後参加したい活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1前回調査では「子ども会の活動」 

※2前回調査では「特にない」  
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（MA%）
調
査
数

盆
お
ど
り
・
地
域
の
祭
り

地
域
の
運
動
会

（
市
民
ス

ポ
ー

ツ
祭
な
ど

）

町
内
会
の
活
動

（
清
掃
・

美
化
活
動
な
ど

）

子
ど
も
に
関
す
る
活
動

（
子
ど
も
会

、
子
ど
も
食

堂
な
ど

）

Ｐ
Ｔ
Ａ
の
活
動

高
齢
ク
ラ
ブ
の
活
動

給
食
サ
ー

ビ
ス
・
い
き
い

き
サ
ロ
ン
な
ど
の
小
地
域

ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
活
動

防
災
訓
練
・
応
急
手
当
講

習
会

防
犯
活
動

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動

そ
の
他

参
加
し
た
こ
と
は
な
い

無
回
答

男性全体 465 79 57 142 11 8 20 7 44 17 16 9 241 2
100 17.0 12.3 30.5 2.4 1.7 4.3 1.5 9.5 3.7 3.4 1.9 51.8 0.4

29歳以下 32 5 2 1 0 0 1 0 0 0 1 0 22 0
100 15.6 6.3 3.1 0 0 3.1 0 0 0 3.1 0 68.8 0

30歳代 39 10 4 6 2 0 0 0 1 1 0 0 28 0
100 25.6 10.3 15.4 5.1 0 0 0 2.6 2.6 0 0 71.8 0

40歳代 62 18 9 13 5 4 0 0 8 1 1 0 31 0
100 29.0 14.5 21.0 8.1 6.5 0 0 12.9 1.6 1.6 0 50.0 0

50歳代 86 11 8 26 0 4 1 1 6 3 0 0 53 0
100 12.8 9.3 30.2 0 4.7 1.2 1.2 7.0 3.5 0 0 61.6 0

60～64歳代 38 5 4 10 1 0 0 0 2 2 2 0 23 1
100 13.2 10.5 26.3 2.6 0 0 0 5.3 5.3 5.3 0 60.5 2.6

65～69歳代 47 4 5 23 0 0 0 0 2 0 0 0 20 0
100 8.5 10.6 48.9 0 0 0 0 4.3 0 0 0 42.6 0

70歳以上 159 25 25 63 3 0 18 6 25 10 12 9 63 1
100 15.7 15.7 39.6 1.9 0 11.3 3.8 15.7 6.3 7.5 5.7 39.6 0.6

女性全体 643 117 90 185 30 36 26 15 44 11 22 9 321 6
100 18.2 14.0 28.8 4.7 5.6 4.0 2.3 6.8 1.7 3.4 1.4 49.9 0.9

29歳以下 51 9 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 38 1
100 17.6 3.9 3.9 0 0 0 0 0 0 0 0 74.5 2.0

30歳代 41 8 6 9 2 5 0 0 3 0 0 0 24 0
100 19.5 14.6 22.0 4.9 12.2 0 0 7.3 0 0 0 58.5 0

40歳代 77 35 20 21 13 18 0 1 6 1 2 0 26 0
100 45.5 26.0 27.3 16.9 23.4 0 1.3 7.8 1.3 2.6 0 33.8 0

50歳代 133 19 10 40 11 11 1 0 4 1 0 0 74 1
100 14.3 7.5 30.1 8.3 8.3 0.8 0 3.0 0.8 0 0 55.6 0.8

60～64歳代 47 5 5 14 0 1 0 0 4 2 2 0 28 0
100 10.6 10.6 29.8 0 2.1 0 0 8.5 4.3 4.3 0 59.6 0

65～69歳代 46 5 7 15 1 0 0 2 0 1 2 3 22 0
100 10.9 15.2 32.6 2.2 0 0 4.3 0 2.2 4.3 6.5 47.8 0

70歳以上 243 35 39 81 3 1 25 12 26 6 16 6 107 4
100 14.4 16.0 33.3 1.2 0.4 10.3 4.9 10.7 2.5 6.6 2.5 44.0 1.6

参加したことがある活動（性・年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後参加したい活動（性・年齢別） 

 

 

 

 

 

 

  

（MA%）
調
査
数

盆
お
ど
り
・
地
域
の
祭
り

地
域
の
運
動
会

（
市
民
ス

ポ
ー

ツ
祭
な
ど

）

町
内
会
の
活
動

（
清
掃
・

美
化
活
動
な
ど

）

子
ど
も
に
関
す
る
活
動

（
子
ど
も
会

、
子
ど
も
食

堂
な
ど

）

Ｐ
Ｔ
Ａ
の
活
動

高
齢
ク
ラ
ブ
の
活
動

給
食
サ
ー

ビ
ス
・
い
き
い

き
サ
ロ
ン
な
ど
の
小
地
域

ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
活
動

防
災
訓
練
・
応
急
手
当
講

習
会

防
犯
活
動

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動

そ
の
他

参
加
し
た
こ
と
は
な
い

無
回
答

男性全体 465 72 38 105 20 2 28 9 58 35 36 8 233 19
100 15.5 8.2 22.6 4.3 0.4 6.0 1.9 12.5 7.5 7.7 1.7 50.1 4.1

29歳以下 32 9 2 2 1 1 1 1 2 2 5 0 19 0
100 28.1 6.3 6.3 3.1 3.1 3.1 3.1 6.3 6.3 15.6 0 59.4 0

30歳代 39 11 6 4 6 1 0 1 2 0 1 0 23 0
100 28.2 15.4 10.3 15.4 2.6 0 2.6 5.1 0 2.6 0 59.0 0

40歳代 62 15 6 6 5 0 1 0 8 1 3 1 32 3
100 24.2 9.7 9.7 8.1 0 1.6 0 12.9 1.6 4.8 1.6 51.6 4.8

50歳代 86 10 2 13 2 0 2 1 6 4 4 2 56 3
100 11.6 2.3 15.1 2.3 0 2.3 1.2 7.0 4.7 4.7 2.3 65.1 3.5

60～64歳代 38 5 2 10 2 0 1 0 4 3 7 0 20 1
100 13.2 5.3 26.3 5.3 0 2.6 0 10.5 7.9 18.4 0 52.6 2.6

65～69歳代 47 5 3 20 1 0 4 0 9 10 5 0 19 1
100 10.6 6.4 42.6 2.1 0 8.5 0 19.1 21.3 10.6 0 40.4 2.1

70歳以上 159 16 17 50 3 0 19 6 27 15 11 5 63 11
100 10.1 10.7 31.4 1.9 0 11.9 3.8 17.0 9.4 6.9 3.1 39.6 6.9

女性全体 643 138 67 137 30 5 42 32 81 20 50 13 277 20
100 21.5 10.4 21.3 4.7 0.8 6.5 5.0 12.6 3.1 7.8 2.0 43.1 3.1

29歳以下 51 20 6 4 4 0 0 1 2 1 2 0 24 1
100 39.2 11.8 7.8 7.8 0 0 2.0 3.9 2.0 3.9 0 47.1 2.0

30歳代 41 17 7 6 9 1 0 1 5 1 2 0 16 1
100 41.5 17.1 14.6 22.0 2.4 0 2.4 12.2 2.4 4.9 0 39.0 2.4

40歳代 77 30 12 13 8 2 0 3 7 4 9 0 30 3
100 39.0 15.6 16.9 10.4 2.6 0 3.9 9.1 5.2 11.7 0 39.0 3.9

50歳代 133 23 6 30 3 2 3 3 26 3 10 3 58 4
100 17.3 4.5 22.6 2.3 1.5 2.3 2.3 19.5 2.3 7.5 2.3 43.6 3.0

60～64歳代 47 7 1 8 0 0 2 1 5 3 2 0 26 1
100 14.9 2.1 17.0 0 0 4.3 2.1 10.6 6.4 4.3 0 55.3 2.1

65～69歳代 46 7 4 12 3 0 5 6 5 2 6 1 19 0
100 15.2 8.7 26.1 6.5 0 10.9 13.0 10.9 4.3 13.0 2.2 41.3 0

70歳以上 243 33 31 62 3 0 32 17 30 6 18 9 102 10
100 13.6 12.8 25.5 1.2 0 13.2 7.0 12.3 2.5 7.4 3.7 42.0 4.1
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15.1

27.3

3.6

2.7

1.1

2.1

7.1

0.8

6.1

0.6

3.3

5.7

22.9

8.2

23.9

1.3

16.9

35.4

6.8

4.6

1.4

2.6

9.4

3.4

9.4

0.6

30.8

13.2

0.8

0 10 20 30 40

今回調査（令和6年）

(n=523)

前回調査（令和2年）

(n=650)

気軽に参加できる雰囲気であれば参加する

自分にあった時間と内容の活動であれば参加する

自分の仕事や特技を生かせることなら参加する

活動に対するちょっとした謝礼があれば参加する
（有償ボランティアなど）

最初にボランティア入門講座などが受けられれば参加する

活動の紹介（情報）や相談窓口がわかれば参加する

友人・家族と一緒なら参加する

学校や職場でのボランティア活動があれば参加する

近所の人や知人に誘われたら参加する

継続的に同じメンバーで参加できるなら参加する

新型コロナウイルス感染症等への感染に不安を感じなくなれば
参加する※1

身近な場所での活動など移動が可能なら参加する※2

条件にかかわらず参加しない

その他

特になし※3

無回答

(MA%)

67.8

38.6

31.9

60.6

0.3

0.8

参加したことがある

参加したことはない

無回答

近所づきあいに
積極的(n=379)

近所づきあいに
消極的(n=748)

(%)
0 20 40 60 80 100

65.2

42.8

30.3

54.4

4.5

2.8

参加意向あり

参加したいと思わない

無回答

近所づきあいに
積極的(n=379)

近所づきあいに
消極的(n=748)

(%)
0 20 40 60 80 100

 

【地域活動への参加を促す条件（問 14-1）】 

「自分にあった時間と内容の活動であれば参加する」が 27.3%と最も多く、次いで、「気軽に参加できる雰囲気であ

れば参加する」が 15.1%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1～3は前回調査では選択肢なし 

 

【近所づきあいと地域活動への参加の関係（問 11×問 13、問 11×問 14）】 

近所づきあいに積極的な人は、地域活動に「参加したことがある」が７割弱（67.8%）、「参加意向あり」（条件

が整えば「参加する」と回答した人）が６割強（65.2%）と、近所づきあいに消極的な人より多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

※「近所づきあいに積極的」…「近所の仲の良い人とよく行き来している」、「会えば親しく話をする人がいる」 

※「近所づきあいに消極的」…「あいさつ程度がほとんど」、「近所づきあいをほとんどしていない」  



9 

 

1.2

2.8

25.0

28.8

45.3

45.0

20.1

16.5

8.5

7.0

とても活発だと思う

ある程度活発だと思う

あまり活発ではないと思う

まったく活発ではないと思う

無回答
今回調査（令和6年）

(n=1,129)

前回調査（令和2年）
(n=1,361)

(%)
0 20 40 60 80 100

25.1

24.0

35.5

12.5

14.5

20.0

16.1

26.5

12.1

24.2

18.8

17.6

13.8

13.7

3.6

8.3

26.9

25.6

38.7

13.9

13.1

21.7

18.4

12.7

26.3

19.2

16.5

11.4

2.1

9.0

0 10 20 30 40 50

今回調査（令和6年）

(n=1,129)

前回調査（令和2年）

(n=1,361)

学校教育や社会教育での福祉教育の充実

福祉活動に携わる人やそのリーダーの養成

地域で日頃から住民同士が相互に交流したりつながりを
持つように心がける

プライバシーの尊重や人権に関する意識の啓発

介護やボランティア活動の方法などに関する研修

地域での活動の拠点となる場の整備

個人が身近な地域で特技や自由時間を生かして
ボランティアができる体制

地域における福祉活動の情報発信※1

地域における福祉活動の意義と重要性についてのＰＲ

福祉活動の相談・支援を担当する専門職員の充実

地域における福祉活動の活動費や運営費などの資金的な援助

支えられる人と支える人を調整する仕組み

有償による支え合いの仕組み

地域の各種団体間の連携や情報共有のための仕組み※2

その他

無回答

(MA%)

◆地域における福祉活動 

【地域での福祉活動について（問 17）】 

「とても活発だと思う」と「ある程度活発だと思う」を合わせた『活発だと思う』は 26.2%で、前回調査に比べて 5.4 ポ

イント減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

【地域での福祉活動を活発化する条件（問 18）】 

「地域で日頃から住民同士が相互に交流したりつながりを持つように心がける」が 35.5%と最も多く、次いで、「地域

における福祉活動の情報発信」が26.5%、「学校教育や社会教育での福祉教育の充実」が25.1%、「福祉活動の

相談・支援を担当する専門職員の充実」が 24.2%、「福祉活動に携わる人やそのリーダーの養成」が 24.0%となって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1、2は前回調査では選択肢なし  
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8.9

3.6

10.5

5.9

15.4

7.0

6.2

5.2

14.7

40.3

16.5

36.8

24.9

7.6

6.4

4.6

8.1

9.5

11.4

1.9

19.6

1.8

5.7

3.2

9.0

4.1

12.8

8.7

5.3

4.7

14.0

48.7

21.0

34.2

22.0

7.6

4.7

3.8

11.1

1.1

16.8

2.9

0 20 40 60

今回調査（令和6年）

(n=1,129)

前回調査（令和2年）

(n=1,361)

日常の買い物

調理や洗濯などの家事

家具の移動などの力仕事

ゴミ出しや掃除、片付け

自分や家族の介護

子育てや子どもの教育

日常の外出や交通機関の利用

話し相手や相談相手

緊急時に支えてくれる人

地震や台風などの自然災害

地域の治安

自分や家族の健康状態

経済的な状況

就労や雇用の状況

お金の管理や契約などの判断

家族との人間関係

地域やまわりの人との人間関係

スマートフォン等を利用した情報収集や手続き※1

住まいの確保、今の家に住み続けられるか※2

その他

特に不安はない

無回答

(MA%)

◆日常生活での困りごと、困ったときの支え合い 

【日頃の生活で困ること、不安なこと（問 24）】 

「地震や台風などの自然災害」が 40.3%と最も多く、次いで、「自分や家族の健康状態」が 36.8%、「経済的な

状況」が 24.9%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1、2は前回調査では選択肢なし 
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31.3

50.0

28.1

24.3

18.7

10.0

20.1

30.6

39.5

19.2

17.8

16.5

18.4

7.7

10.8

14.2

2.7

7.8

39.7

58.8

31.7

30.0

0.6

17.9

30.7

47.2

24.7

17.0

17.0

9.1

2.1

6.5

0 20 40 60 80

今回調査（令和6年）

(n=1,129)

前回調査（令和2年）

(n=1,361)

地域住民同士の交流づくり※1

ひとり暮らし高齢者や夫婦のみなどの高齢者世帯への
見守り・支援

子育てで悩んでいる家庭への支援

障がいのある人やその家族への見守り・支援

障がいや障がいのある人への理解、合理的配慮等に関する啓発※2

食の安全や大切さを理解する食育や健康づくりへの取組み

青少年の健全育成の取組み（子ども会活動、子ども食堂などの
子どもの居場所づくり）※3

悪質商法や詐欺、強引な勧誘などの消費者トラブルの防止の取組み

火災予防や災害時の避難などの取組み

高齢者や障がい者、児童などの虐待防止の取組み

認知症の人や障がいのある人の意思や権利を守る支援
（権利擁護支援）※4

ひとり親家庭への支援

生活困窮世帯への支援

犯罪予防活動や犯罪をした人の社会復帰に向けた支援

複数の課題を抱える人・世帯への支援※5

スマートフォン等を活用した情報入手への支援※6

その他

無回答

(MA%)

 

【地域の人たちが協力して取り組んでいくことが必要な分野（問 16）】 

「ひとり暮らし高齢者や夫婦のみなどの高齢者世帯への見守り・支援」が 50.0%と最も多く、次いで、「火災予防や

災害時の避難などの取組み」が 39.5%、「地域住民同士の交流づくり」が 31.3%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1前回調査では「交流・接点づくり」 

※3前回調査では「青少年健全育成の取組み」 

※2、4、5、6は前回調査では選択肢なし 

 

  



12 

 

36.4 11.9 12.2 11.2 18.9 5.5
2.2

1.8

自分ができる範囲で手助けする

知っている相談先を紹介する

解決できそうな人に相談する

とりあえず、ほかの誰かに相談する

どうしていいかわからない

なにもしない

その他

無回答
今回調査（令和6年）

(n=1,129)

(%)
0 20 40 60 80 100

以前より機会が大きく

減少した

4.7%

以前より機会が少し

減少した

13.3%

変わらない

79.8%

以前より機会が少し

増えた

1.2%

以前より機会が大きく

増えた

0.4%

無回答

0.5%

(n=1,129)

 

【困りごとを抱えた人への対応（問 26）】 新規設問 

「自分ができる範囲で手助けする」が 36.4%と最も多く、何らかの行動をとると回答している人が合計７割

（71.7%）みられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆新型コロナウイルス感染症が地域に与えた影響 

【コロナ禍を経た地域とのかかわりの変化（問 12、問 12-1）】 新規設問 

コロナ禍を経て、近所づきあいの機会が『減少した』（「以前より大きく減少した」+「以前より少し減少した」）と感じ

ている人は18.0%、地域との関わり・つながりを『重要だと思うようになった』（「強く思うようになった」+「ある程度思うよ

うになった」）人は 19.7%で、7 割以上の人が、いずれも「変わらない」と回答しています。 

 

近所づきあい  地域との関わり・つながりに対する意識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

重要だと強く思う

ようになった

4.0%

重要だとある程度

思うようになった

15.7%

変わらない

73.2%

関心がなく

なった

2.0%

以前から関心がない

4.6%
無回答

0.5%

(n=1,129)
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男性

46.1%
女性

51.7%

男性・女性と答える

ことに抵抗を感じる

0.5%

無回答

1.7%

(n=414)

18～29歳

0.0%

30～39歳

1.0%

40～49歳

4.6%

50～59歳

13.0%

60～69歳

36.7%

70歳以上

44.0%

無回答

0.7%

(n=414)

13.5

74.2

50.2

15.5

41.5

44.0

9.7

0.5

32.3

73.2

55.7

21.7

49.8

49.6

15.0

0.8

0 20 40 60 80

今回調査（令和6年）

(n=414)

前回調査（令和2年）

(n=474)

福祉の仕事

民生委員・児童委員の活動

地区福祉委員会活動

ボランティア・NPO活動

自治会・町内会の活動

校区まちづくり協議会の活動

その他

無回答

(MA%)

２．福祉関係者アンケート 

◆調査対象者の基本属性 

【性別（問１）】 【年齢（問２）】 

男性46.1%、女性 51.7%。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【福祉とのかかわり（問４）】 

「民生委員・児童委員の活動」が 74.2%、「地区福祉委員会活動」が 50.2%、「校区まちづくり協議会の活動」

が 44.0%、「自治会・町内会の活動」が 41.5%となっています。 

 

 

  

『60 歳以上』が 8割。 
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19.6

6.5

4.6

4.1

79.0

26.1

7.7

5.3

10.4

8.7

1.7

5.1

0.7

1.7

10.4

16.2

5.7

5.7

4.9

74.9

34.6

10.3

7.0

11.0

9.9

5.5

9.1

1.1

2.1

12.4

0 20 40 60 80 100

今回調査（令和6年）

(n=414)

前回調査（令和2年）

(n=474)

身体障がいのある方

知的障がいのある方

精神障がいのある方

医療的ケアの必要な方

ひとり暮らし高齢者

高齢者のみ世帯（ひとり暮らし高齢者を除く）

認知症の方

ひとり親家庭の家族

子育て中の方

高齢者や障がいのある人を介護されている方

不登校、ひきこもりの方

低所得者

外国人

その他

無回答

(MA%)

16.4

21.7

56.8

60.1

20.3

14.3

3.4

1.5

3.1

2.3

大変活発に活動している

どちらかというと活発に活動している

どちらかというと活発ではない

まったく活発ではない

無回答
今回調査（令和6年）

(n=414)

前回調査（令和2年）
(n=474)

(%)
0 20 40 60 80 100

◆取組んでいる福祉活動について 

【見守りや支援の対象者（問 12）】 

「ひとり暮らし高齢者」が79.0%と最も多く、次いで、「高齢者のみ世帯（ひとり暮らし高齢者を除く）」が26.1%、

「身体障がいのある方」が 19.6%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆地域活動について 

【地域の活動や行事（問 32）】 

「大変活発に活動している」と「どちらかというと活発に活動している」を合わせた『活発に活動している』が 73.2%で、

前回調査に比べて 8.6 ポイント減少しています。 
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47.6

32.9

13.8

5.8

24.4

12.3

24.2

4.1

10.9

24.9

57.7

3.4

7.0

0 20 40 60

認知症（疑いを含む）の方の対応

高齢者・障がい者虐待（疑いも含む）の対応

子どもの虐待（疑いも含む）の対応

DV被害への対応

不登校の子どもへの対応

家族の介護や看護をしている子ども（ヤングケアラー）への対応

ひきこもりや8050問題を抱える方への対応

住まいの確保に課題のある方への対応

ゴミ屋敷の対応

高齢者・障がい者の消費者被害（詐欺等）への対応

災害時の要援護者等の支援

その他

無回答

(MA%)
(n=414)

11.4

13.5

34.1

34.6

39.6

39.5

11.1

8.0

3.9

4.4

すでに体制や取り決めができている

体制づくりを進めている

話し合ったことはあるが

具体的なことは決まっていない

これまで検討（考えた）

したことはない

無回答
今回調査（令和6年）

(n=414)

前回調査（令和2年）
(n=474)

(%)
0 20 40 60 80 100

13.0

45.1

42.8

9.3

41.5

43.0

2.7

2.5

どちらかというとより活発になった どちらかというと

より活発でなくなった 特に変化はない 無回答

今回調査（令和6年）
(n=414)

前回調査（令和2年）
(n=474)

(%)
0 20 40 60 80 100

 

【コロナ禍を経て地域の活動や行事の変化（問 33）】 

「どちらかというと活発でなくなった」が 42.8%と最も多く、前回調査に比べて 33.5 ポイント増加しています。 

 

 

 

 

 

 

※前回の設問は、「約５年前と比べてどのように変化したか」 

 

◆地域の課題について 

【地域の課題・問題（問 24）】 

「災害時の要援護者等の支援」が 57.7%と最も多く、次いで、「認知症（疑いを含む）の方の対応」が 47.6%、

「高齢者・障がい者虐待（疑いも含む）の対応」が 32.9%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【災害時の要支援者の避難体制づくり（問 36）】 

体制作りが『進んでいる』（「すでに体制や取り決めができている」と「体制づくりを進めている」の計）は 45.5%となっ

ています。 

 

  

ｖ 

ｖ 

ｖ 
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44.2

42.3

32.7

21.2

0.0

43.8

45.8

27.1

16.7

0.0

0 10 20 30 40 50

今回調査（令和6年）

(n=52)

前回調査（令和2年）

(n=48)

高齢者関係

障がい者関係

児童関係

その他

無回答

(MA%)

23.6

10.4

25.1

14.7

10.4

9.3

14.3

9.3

12.4

8.9

12.7

0.8

18.5

10.7

44.1

9.3

7.8

11.9

23.7

7.8

10.7

17.4

0.0

0 10 20 30 40 50

今回調査（令和6年）

(n=259)

今回調査（令和2年）

(n=270)

社会福祉士

精神保健福祉士

保健師または看護師

介護福祉士

保育士

主任介護支援専門員（主任ケアマネジャー）

介護支援専門員（ケアマネジャー）

訪問介護員（ホームヘルパー）

（障がい者）相談支援専門員

公認心理師または臨床心理士※

その他

無回答

(MA%)

３．相談支援機関アンケート 

◆調査対象機関の基本属性 

【業務分野（問５）】 【相談員の人数（問２）】 

「高齢者関係」が 44.2%、「障がい者関係」が 42.3%。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【相談員の資格等（問４）】 

「保健師または看護師」が 25.1%と最も多く、次いで、「社会福祉士」が 23.6%。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「公認心理師または臨床心理士」は、前回調査では選択肢なし 

  

3 名以下の事業所が 55.8%。 

１名

19.2 %

２名

13.5 %

３名

23.1 %

４名

17.3 %

５名

9.6 %

６名

1.9 % 10名以上

15.3 %

無回答

0.0 %

(n=52)
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76.9

38.5

71.2

55.8

65.4

73.1

71.2

73.1

67.3

67.3

44.2

5.8

0.0

81.3

37.5

72.9

62.5

66.7

68.8

66.7

70.8

70.8

58.3

10.4

0.0

0 20 40 60 80 100

今回調査（令和6年）

(n=52)

前回調査（令和2年）

(n=48)

必要な介護や福祉などのサービスが受けられない人

子育てに悩んでいて、まわりに支援してくれる人がいない人

経済的に困窮し、支援が受けられない人

就労や社会参加を希望しているが、実現できない人

地域から孤立し、生活に支障をきたしている人

虐待や権利侵害に遭っている人

日常生活でのちょっとした困りごとへの支援が受けられない人

制度の狭間になり、必要な支援が受けられない人

支援が必要だが、支援を拒否して受け入れない人

ひきこもりの人がいる家庭

住宅の確保に困っている人※

特にない

無回答

(MA%)

◆支援の対象、対応困難なケース 

【課題を抱える人への対応（問６）】 

「必要な介護や福祉などのサービスが受けられない人」が 76.9%と最も多く、次いで、「虐待や権利侵害に遭ってい

る人」、「制度の狭間になり、必要な支援が受けられない人」がそれぞれ 73.1%、「経済的に困窮し、支援が受けられ

ない人」、「日常生活でのちょっとした困りごとへの支援が受けられない人」がそれぞれ 71.2%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「住宅の確保に困っている人」は、前回調査では選択肢なし 

 

 

【特に対応が困難であったケース（問６-１）】  ※一部抜粋 

・日本語が通じず、周りにも支援者がいないケース。 

・経済的困窮だが、借金や不動産所有によりすぐに保護が受けられないケース。 

・虐待や DV案件。DV については的確な相談窓口や機関に繋ぐことが困難である場合が多いと感じる。 

・高齢者虐待ケースで、高齢者を保護したいが養護者との分離の判断およびタイミングが難しいケースがあった。 

・依存症を抱える可能性のある相談者や、その家族を持つ相談者への対応が困難であると感じる。 

・犯罪をした人への支援には居住支援・就労支援を行う事業者と連携して相談対応しているが、連携先が限られて

いる状況。 

・本人のプライドが邪魔をして、必要な制度利用に結び付けられないケースは多い。 

・家族それぞれに支援が必要な状態だが、キーとなる家族が障がい等で説明をなかなか理解できない状況にあり、支

援が進まない事があった。 

・実態としてはひとり親であったとしても、親権や養育費の取り決めなどで合意ができず相手方が応じない場合に、そ

の制度を受けることができず、生活困窮の制度も世帯所得で判断することも多いため、支援につなげることが難しい。  
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44.2

26.9

17.3

36.5

13.5

5.8

11.5

5.8

9.6

17.3

0.0

35.4

33.3

25.0

43.8

14.6

18.8

4.2

0 10 20 30 40 50

今回調査（令和6年）

(n=52)

前回調査（令和2年）

(n=48)

時間の制約等があり難しい

地域の福祉活動等を把握していない※1

見守り活動等を依頼しても、地域が消極的である

地域のキーパーソンがいない又は把握できていないため、
調整に時間がかかる

地域との関係づくりの手法がわからない

自分の担当業務外の分野の問題であり、
地域につなぐまでは対応できない※2

新型コロナウイルスの影響で地域との関わりが希薄化し、
働きかけを行うことが難しい※3

地域支援を行う社会福祉協議会や市担当課などと
連携がうまくとれない※4

その他

特にない※5

無回答

(MA%)

◆地域との連携 

【地域の支援につなげるときに困難に感じること（問 12）】 

「時間の制約等があり難しい」が 44.2%と最も多く、次いで、「地域のキーパーソンがいない又は把握できていないた

め、調整に時間がかかる」が 36.5%、「地域の福祉活動等を把握していない」が 26.9%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1前回調査では、「地域の福祉活動等を把握しておらず、本人への支援につなぐことが難しい」 

※2～5は前回調査では選択肢なし 
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②複合課題をか

かえるケース

8,022件

8,302件

③連携できる

相談支援機関

がない件数

435件

479件

①相談支援の総件数

98,709件
106,246件

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

令和4年度 令和5年度

21.9

68.8

68.8

31.3

53.1

28.1

65.6

71.9

12.5

3.1

0 20 40 60 80

子育てと親の介護に同時に直面し困っている世帯

高齢の親と就労していない独身の中高年の子どもで
構成される世帯

障害のある子どもを監護している親自身が、
高齢や障害等により判断能力の低下が疑われる世帯

ごみが適正に処分されず周辺住民から
苦情等が寄せられている世帯

ひきこもり状態の子を抱え、適切な支援につながっていない世帯

ヤングケアラー（家事や家族の世話などで
学業や生活習慣に影響がある子ども）がいる世帯

家族や地域との関わりがなく社会的に孤立した世帯

本人は支援の必要性を認識していないものの、周囲からみて
明らかに支援の介入が求められると思われる世帯

その他

無回答

(MA%)
(n=32)

◆相談支援業務の実態 

【相談件数（問 14）】 

回答した52事業所の合計で、令和４年度の相談支援の総件数は98,709件、そのうち複合課題をかかえるケー

スは 8,022 件（8.1%）、連携できる相談支援機関がない件数は 435 件（0.4%）。令和５年度は総件数

106,246 件、複合課題をかかえるケースが 8,302 件（7.8%）、連携できる相談支援機関がない件数は 479 件

（0.5%）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【複合課題を抱えるケース（問 15-1）】 新規設問 

「本人は支援の必要性を認識していないものの、周囲からみて明らかに支援の介入が求められると思われる世帯」が

71.9%と最も多く、次いで、「高齢の親と就労していない独身の中高年の子どもで構成される世帯」、「障害のある子ど

もを監護している親自身が、高齢や障害等により判断能力の低下が疑われる世帯」がそれぞれ 68.8%、「家族や地

域との関わりがなく社会的に孤立した世帯」が 65.6%となっています。 
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30.0

32.0

18.4

8.9

41.7

4.8

39.5

16.6

7.9

1.1

14.4

2.9

50.0

54.6

36.7

11.6

33.3

27.8

18.6

27.1

20.3

2.4

1.7

1.4

0 20 40 60

市民

(n=1,129)

福祉関係者

(n=414)

地域で顔の見える関係づくりに取組む

地域で災害時に手助けを必要とする人・世帯を把握しておく

定期的に防災訓練を開催する

防災に関する講座や講習会を開催する

地域で避難方法や避難場所等を決めておく

校区まちづくり協議会・自主防災組織等の活動を活発にする※1

地域で食料や生活必需品等を準備しておく

地域の団体間で避難に手助けが必要な方の情報共有を行う※2

日頃から地域の行事や活動（地区福祉委員会活動を含む）を活発にする※3

その他

特にない・わからない

無回答

(3LA%)

4．共通設問 

◆災害への備え 

【災害時に備えて地域で取り組むべきこと（市民：問 23、福祉関係者：問 37）】 

市民アンケートでは、「地域で避難方法や避難場所等を決めておく」が 41.7%と最も多く、次いで、「地域で食料や

生活必需品等を準備しておく」が 39.5%となっています。 

福祉関係者では、「地域で災害時に手助けを必要とする人・世帯を把握しておく」が 54.6%と最も多く、次いで、

「地域で顔の見える関係づくりに取組む」が 50.0%となっています。 

市民と福祉関係者を比較すると、「地域で食料や生活必需品等を準備しておく」、「地域で避難方法や避難場所

等を決めておく」では市民のほうが多く、「校区まちづくり協議会・自主防災組織等の活動を活発にする」、「地域で災

害時に手助けを必要とする人・世帯を把握しておく」、「地域で顔の見える関係づくりに取組む」では、福祉関係者のほ

うがそれぞれ 20.0 ポイント以上多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1前回調査では「自主防災組織等の活動を活発にする」 

※2、3は前回調査では選択肢なし 
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22.8

5.7

3.3

6.4

38.9

28.3

19.9

18.8

32.4

59.1

69.9

67.6

5.9

7.0

6.9

7.3

内容まで知っている

名前は知っているが、

内容は知らない 知らない 無回答

①成年後見制度

②日常生活自立支援事業

③市民後見人

④任意後見制度

(%)
0 20 40 60 80 100

(市民 n=1,129)

46.6

20.5

25.6

17.1

41.5

48.6

44.7

40.3

9.7

28.0

27.3

38.9

2.2

2.9

2.4

3.6

内容まで知っている

名前は知っているが、

内容は知らない

知らない

無回答

①成年後見制度

②日常生活自立支援事業

③市民後見人

④任意後見制度

(%)
0 20 40 60 80 100

(福祉関係者 n=414)

17.6

32.9

12.1

18.5

11.6

4.3

40.7

5.8

24.9

70.8

56.3

30.4

21.3

12.3

11.4

2.2

0 20 40 60 80

市民

(n=1,129)

福祉関係者

(n=414)

法テラス（日本司法支援センター）

市役所・高齢者あんしんセンター（地域包括支援センター）
・障がい福祉課基幹相談支援センター※1

社会福祉協議会（権利擁護センターほっとネット）※2

弁護士会

司法書士会

社会福祉士会

どれも知らない

無回答

(MA%)

◆権利擁護について 

【権利擁護に関する制度の認知（市民問 31、福祉関係者問 20）】 

市民、福祉関係者ともに、「成年後見制度」の認知度が最も高く、「内容まで知っている」は市民で 22.8%、福祉

関係者で 46.6%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【成年後見制度の相談窓口の認知（市民問 32、福祉関係者問 21）】 

市民、福祉関係者ともに、「市役所・高齢者あんしんセンター（地域包括支援センター）・障がい福祉課基幹相談

支援センター」が最も多くなっていますが、福祉関係者のほうが 37.9 ポイント多くなっています。また市民では、「どれも

知らない」が 40.7%と多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1前回調査では「…八尾市障がい福祉課基幹相談支援センター」 

※2前回調査では「社会福祉協議会（権利擁護センター）」  
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60.1

37.7

36.2

29.5

15.0

39.6

52.7

3.4

5.6

71.2

40.4

53.8

67.3

53.8

28.8

44.2

13.5

1.9

0 20 40 60 80

福祉関係者

(n=414)

相談支援機関

(n=52)

相談した窓口から、適切な相談機関につなげられる仕組み
（連携体制）を充実（強化）する※1

より身近なところで相談できるよう、地域で活動している人や
事業所などの相談を充実する

相談に行けない人（行かない人）を発見し、
窓口につなぐ取組みを充実する

相談を支援に結びつけるよう、関係者のネットワークを充実する

課題を解決するため、サービスや社会資源を開発する
取組みを充実する

相談しやすいように、相談を受ける方法を充実させる※2

相談窓口の情報を市民に分かりやすく周知する※3

その他

無回答

(MA%)

◆包括的な相談支援の仕組み 

【相談支援体制充実のために取り組むべきこと（福祉関係者問 17、相談支援機関問 16）】 

福祉関係者、相談支援機関ともに、「相談した窓口から、適切な相談機関につなげられる仕組み（連携体制）を

充実（強化）する」が最も多くなっています。また、「相談しやすいように、相談を受ける方法を充実させる」、「相談窓

口の情報を市民に分かりやすく周知する」は福祉関係者のほうが多く、「課題を解決するため、サービスや社会資源を

開発する取組みを充実する」、「相談を支援に結びつけるよう、関係者のネットワークを充実する」、「相談に行けない人

（行かない人）を発見し、窓口につなぐ取組みを充実する」は相談支援機関のほうが多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1、3は前回調査では選択肢なし 

※2前回調査では「相談しやすいように、窓口の開設時間や相談を受ける方法を改善する」 
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38.5

23.1

34.6
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3.8

19.2

11.5

28.8

44.2

36.5

34.6

34.6

1.9

1.9

1.9

3.8

26.9

21.2

3.8

7.7

0.0

0.0

0.0

5.8

0.0

1.9

0.0

0.0

3.8

3.8

5.8

3.8

3.8

5.8

3.8

3.8

①情報の提供と活用の支援

②ニーズの把握とつなぎ

③支援のコーディネート

④サービスや活動の提供

⑤サービスや活動の開発

⑥福祉コミュニティづくり

⑦経験の集約と実践への反映

⑧連携して進める仕組み

(%)
0 20 40 60 80 100

(相談支援機関 n=52)

 

【関係機関や団体の協力・連携（福祉関係者問 18、相談支援機関問 17）】 

「かなりできている」と「多少はできている」を合わせた『できている』は、福祉関係者では「専門職や社会福祉協議会

等からのサポートを受けること」、「情報の提供と活用の支援」、「支援のコーディネート」などで4割強と多くなっています。

相談支援機関では「情報の提供と活用の支援」、「支援のコーディネート」、「ニーズの把握とつなぎ」などで７割以上と

多くなっています。『できている』の割合は、ほとんどの項目で相談支援機関で多くなっていますが、「福祉コミュニティづくり」

のみ福祉関係者のほうが多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

5.3

4.1

6.3

2.2

1.0

4.8

3.1

4.6

7.0

40.6

25.8

37.2

25.8

16.7

35.5

23.9

28.5

39.9

26.1

34.3

27.1

32.1

34.5

25.4

34.3

32.9

22.9

7.0

12.6

7.7

10.4

14.7

12.3

11.4

8.9

8.0

17.1

19.6

17.4

24.4

28.3

16.7

22.5

20.8

18.1

3.9

3.6

4.3

5.1

4.8

5.3

4.8

4.3

4.1

かなりできている

多少はできている あまりできていない

ほとんどできていない

わからない 無回答

①情報の提供と活用の支援

②ニーズの把握とつなぎ

③支援のコーディネート

④サービスや活動の提供

⑤サービスや活動の開発

⑥福祉コミュニティづくり

⑦経験の集約と実践への反映

⑧連携して進める仕組み

⑨専門職や社会福祉協議会等からの
サポートを受けること

(%)
0 20 40 60 80 100

(福祉関係者 n=414)
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31.0

39.5

55.1

30.3

23.3

16.4

22.5

24.4

9.8

30.6

17.4

22.1

13.6

10.9

6.6

6.3

12.5

10.4

14.0

18.0

16.6

8.7
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18.8

28.4

8.0

19.9

7.7

8.2

16.8

7.0

1.4

5.8

3.5

0 20 40 60

福祉に関する情報の提供

身近な相談窓口の充実

困ったときに何でも相談できる窓口機能※1

高齢者・障がい者などの日常生活への支援

子どもや子育ての支援※2

孤立した人やひきこもりの人への支援

経済的に困窮している人への支援

就労のための支援

社会参加を促す支援

年金などの社会保障制度の充実

健康づくり

医療・福祉の連携

こころの健康に関する支援

認知症の人などの権利擁護

福祉の心を育てる取組み

ボランティアやＮＰＯ活動への支援

地域住民のつながりづくり

地域での支えあいの活動

地域での場（居場所）づくり

子ども・若者が安心して過ごすことができる場
（居場所）づくり

支援が必要な人を発見する取組み

住宅の確保や住環境の整備

バリアフリーのまちづくり

公共交通の整備や移動の支援

防災や災害時に支援が必要な人への対応

犯罪や事故のない安全なまちづくり

犯罪予防活動や犯罪をした人の社会復帰に向けた支援

虐待や差別の防止

福祉に関わる団体や機関のネットワークづくり

筆談・手話・点字等のコミュニケーション手段の普及

スマートフォン等を活用した情報入手への支援

社会福祉法人、企業などの社会貢献活動

その他

特にない・わからない

無回答

(MA%)

(市民 n=1,129)
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46.2
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21.2

26.9

25.0

5.8

0.0

3.8

0 20 40 60
(MA%)

(相談支援機関 n=52)
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22.5

17.6

19.6

26.1

18.8

15.7

10.4

11.8

13.3

38.4

29.7

36.2

29.5

28.5

4.8

19.3

20.0

27.3

26.8

9.7

15.0

13.0

9.2

18.8

10.1

1.0

1.9

4.8

0 20 40 60
(MA%)

(福祉関係者 n=414)

◆地域福祉充実のため取り組むべきこと 

【優先的に取り組むべき課題（市民問 35、福祉関係者問 43、相談支援機関問 20））】 

市民、福祉関係者、相談支援機関のいずれも、「困ったときに何でも相談できる窓口機能」が最も多く、以下、市

民では「身近な相談窓口の充実」、「福祉に関する情報の提供」、福祉関係者では「身近な相談窓口の充実」、「地

域住民のつながりづくり」、相談支援機関では「孤立した人やひきこもりの人への支援」、「経済的に困窮している人への

支援」が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 相談支援機関では「困ったときに何でも相談できる窓口機能（断らない相談支援体制づくり）」 

※2 福祉関係者、相談支援機関では「子育ての支援」 


